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1 R5.5.2 R5.5.9 令和５年度定期購読図書類の年間登録一覧表 9 1
財務局経理
部総務課

2 R5.3.13 R5.5.11
都有地活用型太陽光発電設備設置事業（青梅市新町六丁目
ＰＰＡ）事業候補者の企画提案書（様式３事業計画書）

1 1 1 1 1

（７条１号）本件文書は第三者の著作物であり、かつ、未公表の著作物に該当するもので
あり、著作権から開示に同意しない旨の意思表示があったことから、著作権法第18条第3
項第3号の規定により公表することができないため
（７条２号）担当者名、メールアドレスは、特定の個人を識別することができるため
（７条３号）提案内容を公にすることにより、法人の競争上又は事業運営上の地位が損な
われると認められるため
（７条６号）公にすることにより、有益な提案の提出がためらわれるおそれがあるため

財務局建築
保全部庁舎
整備課

3 R5.5.12 R5.5.15
都庁第二本庁舎建物清掃委託（その３）（契約番号04-
08612）仕様書

72 1
財務局建築
保全部庁舎
管理課

4 R5.5.2 R5.5.22

（１）東京都契約事務規則（昭和39年４月１日規則第125
号）（２）東京都契約事務の委任等に関する規則（昭和39
年４月１日規則第130号）（３）東京都検査事務規程（昭
和43年７月１日訓令甲第175号）（４）検査事務規程制定
の趣旨及び規定の解釈運用に当たり留意すべき事項（昭和
43年７月１日付43財経庶発第564号）（５）材料検査に係
る規定の解釈運用にあたり留意すべき事項（昭和43年７月
１日付43財経庶発第564号　財務局長通知の一部）（６）
資金前渡契約に係る検査事務の処理（昭和43年７月１日付
43財経庶発第564号　財務局長通知の一部）（７）検査調
書の作成を省略することができる場合（昭和52年４月１日
付51財経庶第1416号　財務局長通知の一部）（８）財務局
長が締結の手続をとった建物管理委託契約の検査方法につ
いて（昭和53年４月１日付52財経庶第1474号　財務局長通
知の一部）（９）東京都契約事務規則第50条第２項ただし
書の規定に基づく検査員の検査を要しない契約の指定につ
いて（昭和54年４月２日付53財経庶第1400号　財務局長通
知の一部）

 対象公文書については、いずれも東京都契約関係規程集に収録されており、都民情報
ルームにおいて閲覧に供している。また、別紙（１）から（３）までについては、イン
ターネット上で公表されている東京都例規集においても同一の情報が記載されており、閲
覧が可能であることから、東京都情報公開条例第18条第２項の規定により当該公文書を開
示しないものとする。

財務局経理
部総務課

5 R5.4.4 R5.5.26

令和４年４月建築工事積算標準単価表
令和４年４月電気設備工事積算標準単価表
令和４年４月機械設備工事積算標準単価表
令和４年４月建築工事積算標準単価（歩掛）
令和４年４月電気設備工事積算標準単価（歩掛）
令和４年４月機械設備工事積算標準単価（歩掛）
令和４年４月建築工事積算標準単価（一次単価）
令和４年４月電気設備工事積算標準単価（一次単価）
令和４年４月機械設備工事積算標準単価（一次単価）

11018 1
財務局建築
保全部技術
管理課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。


